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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第２四半期
累計期間

第22期
第２四半期
累計期間

第21期
第２四半期
会計期間

第22期
第２四半期
会計期間

第21期

会計期間

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    12月31日

売上高 (千円) 7,207,7156,775,1933,282,1593,342,60913,717,768

経常利益 (千円) 223,413 169,485 69,496 65,018 309,054

四半期(当期)純利益 (千円) 131,434 110,968 43,499 42,498 177,438

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 250,865 250,865 250,865

発行済株式総数 (株) ― ― 6,705 2,011,5002,011,500

純資産額 (千円) ― ― 1,422,2451,528,6331,444,126

総資産額 (千円) ― ― 3,834,5204,536,4704,092,198

１株当たり純資産額 (円) ― ― 217,468.65779.12 736.05

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 20,097.09 56.56 6,651.24 21.66 90.44

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3,450 11.50 3,450 11.50 3,461.50

自己資本比率 (％) ― ― 37.1 33.7 35.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 319,029△219,052 ― ― 339,222

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 112,071△393,602 ― ― 131,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △430,243 493,572 ― ― △437,926

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,157,6321,070,8141,189,895

従業員数 (人) ― ― 190 198 190

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２  売上高には消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有

していないため記載しておりません。

４　平成22年７月１日付で１株につき300株の割合で株式分割を行っております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成23年６月30日現在

従業員数(人) 198（16）

(注)  従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は(  )内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、法人向けのコンピュータ及び周辺機器の販売を中心に事業を営んでおり、生産状況及び受注状況

は記載しておりません。

(1) 商品仕入実績

当第２四半期会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

前年同四半期比(％)

情報機器販売事業 (千円) 2,183,998 ―

アスクルエージェント事業 (千円) 452,376 ―

その他 (千円) ― ―

合計 (千円) 2,636,374 ―

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第２四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

前年同四半期比(％)

情報機器販売事業 (千円) 2,819,782 ―

アスクルエージェント事業 (千円) 516,505 ―

その他 (千円) 6,321 ―

合計 (千円) 3,342,609 ―

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

第21期有価証券報告書の「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載した内容から重要な変更はあ

りません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成23年４月14日開催の取締役会において、ガレリア・レイノ株式会社の事業の一部譲受に関し

まして、事業譲渡契約書を締結することを決議し、同日付で事業譲渡契約書を締結いたしました。その概要

は次のとおりであります。

(1) 事業譲受の理由

当社は主要事業であるコンピュータ販売事業によって取引を開始したユーザーを中心に、アスクル株

式会社が行っている通信販売「ＡＳＫＵＬ」の代理店事業（以下、「アスクル代理店事業」という）を

展開し、オフィス関連用品の提供を行っております。

ガレリア・レイノ株式会社は広島県及び大阪府を中心に、当社と同様にアスクル代理店事業を展開し

ています。同社のアスクル代理店事業部門を譲受することにより、関西地域における営業基盤を強化する

とともに、当社が行う他事業とのシナジー効果による業務効率の向上を図るものです。　

(2) ガレリア・レイノ株式会社の概要

① 商号　　　　　　　ガレリア・レイノ株式会社

② 所在地　　　　　　広島市中区大手町３丁目７番３号

③ 代表者　　　　　　代表取締役　富田　昭生

④ 主な事業内容　　　文房具・事務用品卸

⑤ 資本金　　　　　　70百万円

⑥ 設立月日　　　　　昭和23年６月９日

⑦ 総資産　　　　　　1,022百万円（平成22年５月期）

⑧ 純資産　　　　　　47百万円（平成22年５月期）

⑨ 当社との関係　　　資本関係、人的関係はございません。

(3) 譲受事業の内容

アスクル代理店事業及びアスクル製品以外の家具等の物品販売事業の一部等。

(4) 譲受事業の売上高

売上高　　2,396百万円（平成22年５月期）

(5) 譲受価格及び決済方法

譲受価格　325百万円

決済方法　現金

(6) 事業の譲受の日程

譲受日　　平成23年６月１日～平成23年６月30日
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響が大きく残り、電力供給不足や原発

危機など懸念すべき問題も多く、先行きが不透明な状況で推移いたしました。

当社が属するコンピュータ販売業界におきましては、BCP（企業継続）の観点から、バックアップやク

ラウドサービスが注目を浴びたものの、市場の活性化には至りませんでした。

このような状況の下、当社は強みである在庫戦略を活かし、市場ニーズを捉えた商品を短納期で提供で

きる体制を強化することで売上の拡大に努めてまいりました。また、大阪支店及び広島支店の新規開設等

により、販売費及び一般管理費が増加いたしました。

以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は3,342,609千円（前年同四半期比1.8％増）、経常利益は

65,018千円（前年同四半期比6.4％減）、四半期純利益は42,498千円（前年同四半期比2.3％減）となり

ました。

①  情報機器販売事業

震災の影響により、商品入荷の遅滞や、顧客企業の設備投資に対する慎重な姿勢が続いたことから、

売上高は2,819,782千円、営業利益は79,734千円となりました。

②  アスクルエージェント事業

新規取引の拡大が順調であったことと、事業譲受により売上高は増加しましたが、顧客の引継ぎや、

支店の新規開設に伴い、販売費及び一般管理費が増加したことにより、売上高は516,505千円、営業損失

は12,372千円となりました。

③  その他

その他におきましては、派遣事業等を行っております。　

その他全体での売上高は6,321千円、営業損失は865千円となりました。　
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、第１四半期会計期間

末と比較して392,341千円減少し、1,070,814千円となりました。

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により使用した資金は244,902千円（前年同四半期比302,851千円の支出増）となりまし

た。これは前年同四半期と比べて、たな卸資産の減少額が増加したものの、売上債権の減少額が減少し

たことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は430,378千円（前年同四半期比353,879千円の支出増）となりまし

た。これは前年同四半期と比べて、無形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得られた資金は282,939千円（前年同四半期比475,501千円の収入増）となりまし

た。これは前年同四半期と比べて、短期借入金の増加額が増加したこと及び長期借入による収入が増加

したことによるものです。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は、第21期有価証券報告書の「第２　事業の状況　４　

事業等のリスク」に記載のとおりであります。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①  資金需要

当社の運転資金需要のうち主なものは、販売及び在庫のための商品購入ならびに販売費及び一般管

理費によるものであります。

②  資本の財源

当社における増加運転資金につきましては、内部資金及び金融機関からの借入等によって調達して

おります。なお、借入金の返済に関しましては、資金の状況を勘案しつつ、計画的に返済する方針であり

ます。

③  キャッシュ・フロー

キャッシュ・フローの分析につきましては、上記(2) キャッシュ・フローの状況に記載していると

おりであります。
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(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

現在の営業環境は、震災直後の混乱や急激な自粛ムードは和らいだものの、買い控え傾向や電力供給問

題など懸念事項は残り、今後も先行き不透明な状況が続くものと認識しております。

当社の経営陣は、これまで事業に従事してきた経験や、現在入手可能な情報に基づき、最善の経営判断

をおこなっており、引き続き積極的な営業活動を展開すると共に、業務の効率化を推し進めてまいりま

す。  
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、関西・中国地区への営業拠点として、新たに大阪支店及び広島支店を

新設いたしました。その設備の状況は、以下のとおりであります。

平成23年６月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（名）

建物
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

合計
（千円）

大阪支店
(大阪市中央区)

情報機器販売事業、
アスクルエージェント事業

事務所 　2,619 965 3,585　8（1）

広島支店
(広島市中区) アスクルエージェント事業 事務所 1,200 965 2,165　5（1）

(注) １  金額には消費税等を含んでおりません。

２　従業員数の（ ）は、臨時雇用者数の当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

３　上記の他、主な賃借設備は以下のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
年間賃借料
（共益費含む）
（千円）

大阪支店
（大阪市中央区）

事務所 4,514

広島支店
（広島市中区）

事務所 2,916

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,600,000

計 6,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月12日)
(注)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,011,500 2,011,500
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株であ
ります。

計 2,011,500 2,011,500― ―

(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年12月21日臨時株主総会決議に基づく平成18年１月12日取締役会決議

　

　
第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

新株予約権の数(個) 870 (注)３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 (注)６

新株予約権の目的となる株式の数(株) 261,000 (注)３、５

新株予約権の行使時の払込金額(円) 230,100 (注)１、５

新株予約権の行使期間
自　平成19年12月22日
至　平成27年12月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　767
資本組入額　384
(注)５

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― (注)４

(注) １  新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に各新株予約権の

目的たる株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

当社が株式分割または株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行(新株予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合及び当
社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く)する場合、または、当社が時価を下回る価額で自己
株式を処分する場合(以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金
額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする)

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式の数を含まない。

２  新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予約権者」という)は、権利行使時においても、当社または当

社子会社の取締役、監査役および使用人の地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了による退

任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職の場合は地位喪失後24ヶ月以内(た

だし、権利行使期間内に限る)または権利行使期間開始の日より24ヶ月以内のいずれかの期間内に限り権利

行使をなしうるものとする。ただし、取締役会決議においてその他正当な理由が存すると認めた場合にはこ

の限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。ただし、取締役会決議において

正当な理由が存すると認めた場合にはこの限りではない。

(3) その他の行使の条件については、本株主総会決議および新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別

途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

３  新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職によって権利を喪失したことにより消却した数を

控除しております。
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４  当社が完全子会社となる株式交換または株式移転の際の承継は以下のとおりです。

(1) 当社が完全子会社となる株式交換または株式移転(以下、「当該株式交換等」という)を行うときは、新株予

約権にかかる義務を、当該株式交換等により完全親会社となる会社に承継させる。ただし、株式交換契約書

または当該株式移転にかかる株主総会決議において下記(2)に定める方針に沿った内容の定めがなされた

場合に限る。

(2) 承継される新株予約権の内容の決定方針

①  目的たる完全親会社の株式の種類

完全親会社が当該株式交換等に伴い発行する株式と同種類の株式

②  目的たる完全親会社の株式の数

当該株式交換等の比率に応じて調整するものとし、調整後１株未満の端数は切り捨てる。

③  権利行使に際して払込むべき額

承継前における価額と同額

④  権利行使期間

承継前における権利行使期間に同じ

⑤  その他の権利行使の条件

原則として承継前における権利行使の条件と同じとし、詳細については当該株式交換等の際に当社の取

締役会において定めるものとする。

⑥  消却事由および消却条件

原則として承継前における消却事由・消却条件と同じとし、詳細については当該株式交換等の際に当社

の取締役会において定めるものとする。

⑦  新株予約権の譲渡制限

完全親会社の取締役会の承認を要するものとする。

５  平成22年５月24日開催の取締役会決議により、平成22年７月１日付で１株を300株に株式分割しております。

これに伴い「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

６　単元株式数は100株であります。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 2,011,500― 250,865― 201,000
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ララコーポレーション株式会社 東京都豊島区千早３丁目27－２ 552,300 27.45

玉田  宏一 千葉市中央区 361,700 17.98

遠藤  孝 東京都八王子市 196,000 9.74

関根  俊一 東京都豊島区 61,500 3.05

オー・エイ・エス株式会社 東京都千代田区岩本町２丁目３－３ 60,000 2.98

白戸  孝子 埼玉県越谷市 51,300 2.55

株式会社ハイパー 東京都中央区日本橋堀留町２丁目９－６ 49,500 2.46

株式会社庚伸
東京都中央区八丁堀２丁目26－９
グランデビルディング３Ｆ

45,000 2.23

ハイパー従業員持株会 東京都中央区日本橋堀留町２丁目９－６ 39,900 1.98

CREDIT SUISSE AG ZURICH 
(常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行)

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600
CH-8070 ZURICH SWITZERLAND
(東京都千代田区丸の内２丁目７-１)

30,600 1.52

計 ― 1,447,80071.97

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　  49,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,961,600 19,616 ―

単元未満株式 普通株式       400 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 2,011,500― ―

総株主の議決権 ― 19,616 ―

(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ハイパー

東京都中央区
日本橋堀留町２丁目９－６

49,500 ― 49,500 2.46

計 ― 49,500 ― 49,500 2.46
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 565 740 740 605 600 630

最低(円) 519 545 450 544 530 566

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成23年１月１日か

ら平成23年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
　　(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,236,814 1,364,895

受取手形及び売掛金 2,199,194 2,027,140

商品 445,260 446,677

その他 55,611 56,423

貸倒引当金 △12,975 △23,163

流動資産合計 3,923,905 3,871,973

固定資産

有形固定資産 ※1
 49,270

※1
 30,784

無形固定資産 411,197 39,073

投資その他の資産

投資有価証券 29,527 35,861

その他 196,996 189,329

貸倒引当金 △74,427 △74,824

投資その他の資産合計 152,096 150,366

固定資産合計 612,564 220,224

資産合計 4,536,470 4,092,198

負債の部

流動負債

買掛金 1,732,199 1,797,623

短期借入金 100,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 339,229 242,708

未払法人税等 63,714 112,728

賞与引当金 42,869 37,584

その他 90,249 152,622

流動負債合計 2,368,262 2,643,266

固定負債

長期借入金 624,135 4,805

その他 15,439 －

固定負債合計 639,574 4,805

負債合計 3,007,836 2,648,071
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 250,865 250,865

資本剰余金 201,000 201,000

利益剰余金 1,099,587 1,011,181

自己株式 △14,979 △14,979

株主資本合計 1,536,472 1,448,066

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,838 △3,940

評価・換算差額等合計 △7,838 △3,940

純資産合計 1,528,633 1,444,126

負債純資産合計 4,536,470 4,092,198
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　　(2)【四半期損益計算書】
　　【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

売上高 7,207,715 6,775,193

売上原価 6,223,270 5,780,419

売上総利益 984,444 994,773

販売費及び一般管理費 ※１
 759,627

※１
 823,695

営業利益 224,816 171,077

営業外収益

受取利息 510 202

受取配当金 656 667

広告料収入 600 －

受取遅延損害金 － 428

その他 832 665

営業外収益合計 2,599 1,962

営業外費用

支払利息 3,994 3,551

その他 8 4

営業外費用合計 4,003 3,555

経常利益 223,413 169,485

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 9,234

特別利益合計 － 9,234

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,658

特別損失合計 － 1,658

税引前四半期純利益 223,413 177,060

法人税、住民税及び事業税 93,162 60,802

法人税等調整額 △1,184 5,289

法人税等合計 91,978 66,092

四半期純利益 131,434 110,968
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　　【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年６月30日)

売上高 3,282,159 3,342,609

売上原価 2,823,457 2,839,112

売上総利益 458,701 503,496

販売費及び一般管理費 ※１
 388,188

※１
 437,000

営業利益 70,513 66,496

営業外収益

受取利息 40 8

受取配当金 646 657

受取遅延損害金 － 268

その他 107 118

営業外収益合計 793 1,052

営業外費用

支払利息 1,803 2,529

その他 7 1

営業外費用合計 1,811 2,531

経常利益 69,496 65,018

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,119 4,605

特別利益合計 4,119 4,605

税引前四半期純利益 73,616 69,623

法人税、住民税及び事業税 42,952 37,599

法人税等調整額 △12,834 △10,474

法人税等合計 30,117 27,125

四半期純利益 43,499 42,498
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　　(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 223,413 177,060

減価償却費 5,024 16,320

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,230 △9,234

賞与引当金の増減額（△は減少） 22,194 5,285

受取利息及び受取配当金 △1,167 △869

支払利息 3,994 3,551

売上債権の増減額（△は増加） △242,661 △173,007

たな卸資産の増減額（△は増加） 200,224 1,343

仕入債務の増減額（△は減少） 96,550 △65,423

その他 32,077 △61,473

小計 340,881 △106,448

利息及び配当金の受取額 1,087 867

利息の支払額 △3,880 △4,120

法人税等の支払額 △19,058 △109,351

営業活動によるキャッシュ・フロー 319,029 △219,052

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △158,000 △144,000

定期預金の払戻による収入 177,000 153,000

無形固定資産の取得による支出 － △391,043

敷金及び保証金の回収による収入 95,385 －

その他 △2,314 △11,558

投資活動によるキャッシュ・フロー 112,071 △393,602

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 △200,000

長期借入れによる収入 － 900,000

長期借入金の返済による支出 △185,124 △184,149

配当金の支払額 △45,119 △22,278

財務活動によるキャッシュ・フロー △430,243 493,572

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 858 △119,081

現金及び現金同等物の期首残高 1,156,774 1,189,895

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,157,632

※1
 1,070,814
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
  至  平成23年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更  「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年

３月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期累計期間
(自  平成23年１月１日
　至  平成23年６月30日)

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しており

ました「無形固定資産の取得による支出」は重要性が増したため、当第２四半期累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期累計期間の「無形固定資産の取得による支出」は1,217千円です。

 
前第２四半期累計期間において区分掲記しておりました「敷金及び保証金の回収による収入」（当第２四半期

累計期間930千円）は金額的重要性が乏しくなったため、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に

含めて表示することにしました。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 21,651千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 16,369千円

　

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料手当 326,949千円

賞与引当金繰入額 41,524

販売手数料 74,572

貸倒引当金繰入額 1,230

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料手当 337,815千円

賞与引当金繰入額 42,588

販売手数料 82,165

　 　

　

前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料手当 168,415千円

賞与引当金繰入額 22,055

販売手数料 44,021

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

給料手当 171,986千円

賞与引当金繰入額 21,867

販売手数料 49,561

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,371,431千円

預入期間が３ヶ月超の
定期預金等

△213,798　

現金及び現金同等物 1,157,632　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,236,814千円

預入期間が３ヶ月超の
定期預金等

△166,000　

現金及び現金同等物 1,070,814　
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成23年６月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平

成23年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 2,011,500

　

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 49,500

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月24日
定時株主総会

普通株式 22,563 11.50平成22年12月31日 平成23年３月25日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月８日
取締役会

普通株式 22,563 11.50平成23年６月30日 平成23年９月12日 利益剰余金
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。　

　

(有価証券関係)

有価証券は、当社の事業運営における重要性が乏しく、かつ前事業年度の末日に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

取得による企業結合（事業譲受）

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び取得した事業の内容

被取得企業の名称     ガレリア・レイノ株式会社

取得した事業の内容   アスクル株式会社が行っている通信販売「ＡＳＫＵＬ」の代理店事業

（アスクル代理店事業）

(2) 企業結合を行った主な理由

ガレリア・レイノ株式会社は広島県及び大阪府を中心に、当社と同様にアスクル代理店事業を展開

しています。同社のアスクル代理店事業部門を譲受することにより、関西地域における営業基盤を強化

するとともに、当社が行う他事業とのシナジー効果による業務効率の向上を図るものです。

(3) 企業結合日

平成23年６月１日

(4) 企業結合の法的形式

事業の譲受け

　

２．四半期会計期間及び四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれている取得した事業の業績の期

間

平成23年６月１日から平成23年６月30日まで

　

３．取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価 325,000千円

取得に直接要した費用 28,638千円

取得原価 353,638千円

　

４．企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期累計期間に係る四半期損益計

算書に及ぼす影響の概算額

当該企業結合が被取得企業の一部の事業譲受であり、概算額の算出が困難であるため記載しており

ません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、主に「情報機器販売事業」、「アスクルエージェント事業」により構成されているため、こ

の２つの事業を報告セグメントとしております。

「情報機器販売事業」は主にコンピューター、プリンター等の販売及びそれに付帯する設置保守の

サービス等を行っており、「アスクルエージェント事業」は、主にアスクル代理店を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計 調整額

四半期損益
計算書
計上額
(注）２

情報機器販
売事業

アスクル
エージェン
ト事業

計

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売
上高又は振替高

5,906,174

―

855,603

―

6,761,777

―

13,415

―

6,775,193

―

―

―

6,775,193

―

計 5,906,174855,6036,761,77713,4156,775,193 ― 6,775,193

セグメント利益又は
損失(△)

187,827△14,197173,630△2,552171,077 ― 171,077

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業等を含んでおります。

２　 セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業利益であります。

　

当第２四半期会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注) １

合計 調整額

四半期損益
計算書
計上額
(注）２

情報機器販
売事業

アスクル
エージェン
ト事業

計

売上高

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売
上高又は振替高

2,819,782

―

516,505

―

3,336,288

―

6,321

―

3,342,609

―

―

―

3,342,609

―

計 2,819,782516,5053,336,2886,3213,342,609 ― 3,342,609

セグメント利益又は
損失(△)

79,734△12,37267,361 △865 66,496 ― 66,496

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業等を含んでおります。

２　 セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業利益であります。
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(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。　

　

(１株当たり情報)

１. １株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成23年６月30日)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 779.12円１株当たり純資産額 736.05円

　

２. １株当たり四半期純利益金額等

　

前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 20,097.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純利益金額 56.56円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

(注)１   １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。
　

　
前第２四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(千円) 131,434 110,968

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 131,434 110,968

期中平均株式数(株) 6,540 1,962,000

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―――――― ――――――

(注)２ 　当社は平成22年７月１日付で１株につき300株の割合で株式分割を行っております。

当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期累計期間の１株当た

り四半期純利益は66.99円であります。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。
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前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 6,651.24円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純利益金額 21.66円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。
 

(注)１　 １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。
　

　
前第２四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(千円) 43,499 42,498

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 43,499 42,498

期中平均株式数(株) 6,540 1,962,000

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―――――― ――――――

(注)２ 　当社は平成22年７月１日付で１株につき300株の割合で株式分割を行っております。

当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前第２四半期会計期間の１株当た

り四半期純利益は22.17円であります。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有し

ないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

前事業年度に比べて、著しい変動がないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

平成23年８月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………22,563千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………11円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年９月12日

  （注） 平成23年６月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月13日

株式会社ハイパー

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    千    葉    通    子    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤    原          選    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハイパーの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第21期事業年度の第２四半期会計期間(平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイパーの平成22年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月12日

株式会社ハイパー

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    千    葉    通    子    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    藤    原          選    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハイパーの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第22期事業年度の第２四半期会計期間(平成

23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年１月１日から平成23年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハイパーの平成23年６月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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